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部の運営方針

所属課と人員
（H24．4.1現在）

平成24年度の重点項目

№ 項目

総務課　情報管理課　職員課　防災課　検査担当　市民課
住基ネット担当

  66人

部の概要

　総務部は、市政運営を支える市有財産の管理、契約事務、情報セキュリティ・法規事務、電算業務、人事管
理のほか、市民に対しては防災対策などや住民票・戸籍の窓口としての役割を担っています。平成２４年度
は、市庁舎の耐震工事の初年度であり、総合防災計画の見直しにも着手し、安全で安心な街、災害に強い街
を目指していきます。また、情報セキュリティ監査計画や人材育成基本方針を見直し、行政内部の規律の確
立、目指すべき職員像や団塊の世代退職後の人材の育成に努めていきます。

情報セキュリティ
監査計画の策定

平成１９年度から開始した情報セキュリティ外部監査
については、平成２３年度までに全課等での実施が
終了し、内部監査の実施とあわせ一定の成果が得ら
れました。今年度は、平成２４年度以降の情報セキュ

情報セキュリティ委員会の承認により、
平成 ２４年度から平成２８年度までの情
報セキュリティ監査計画を策定しまし
た。当監査計画に基づき平成２４年度

1
市庁舎の耐震工
事

平成１９年度に市庁舎の耐震診断を実施し、その結
果、Ｉｓｏ値０．７５に満たない地階、１階について平成
２１・２２年度に実施設計を作成しました。これに基づ
き平成２４・２５年度で耐震補強工事を実施することと
し、今年度は、その初年度であり、まずは、工事を軌
道にのせ、安全かつ業務に支障のないように行いま
す。

一般競争入札により施工業者を決定
し、６月から耐震補強工事に着手しまし
た。予定どおり第０工区、第１工区が完
了し、待合ロビーはじめ計７箇所の耐震
補強を安全かつ業務に支障なく行いま
した。引き続き、第２工区に取り組んで
います。

2

住民基本台帳法
等の改正による
外国人の住民基
本台帳の作成

改正住民基本台帳法等の７月９日施行に向け、廃止
される外国人登録法からのスムーズな移行と、それ
に伴う新しい業務を適切に実施し、市民サービスの
向上を図ります。

5

平成２４年７月９日から施行された住民
基本台帳法の改正に伴い、外国人住民
を日本人と同様に住民基本台帳の適用
対象に加えるための関係条例・規則等
の整備を行いました。また、新制度によ
る新たな業務の実施や窓口等の整備を
行い、更なる市民サービスの向上に努
めました。

3
人材育成基本方
針の見直し

平成２３年度に作成した第二次基本計画では、多様
化・高度化した行政ニーズに応えられる職員の育成
が急務とされました。特に団塊の世代の退職により
職員の３分１が入れ替わった状況は、組織運営の点
からも危機的ともいえます。そのため、平成１９年４月
に作成した現行の人材育成基本方針を見直し、職員
全体の資質・能力の向上を図るとともに、資格を有し
た経験者などの採用を進めます。

平成２４年１１月に人材育成方針を改定
しました。「自ら考え、市民とともに積極
的に行動していく職員」を目指す職員像
として、今後、職員の資質向上を図って
いきます。また、人材育成の一環とし
て、平成２５年１月にＯＪＴ（職場研修）ハ
ンドブックを作成し、庁内に周知を図り
ました。高度の専門的知識経験又は優
れた識見を有する者を一定期間採用す
るための条例を制定しましたので、平成
２５年度から採用します。

4
総合防災計画の
見直し

監査計画の策定
及び監査の実施

れました。今年度は、平成２４年度以降の情報セキュ
リティ監査計画を策定し、当該計画に基づき監査を
実施します。また、引き続き内部監査員の養成に努
めていきます。

た。当監査計画に基づき平成２４年度
情報セキュリティ外部監査及び内部監
査を実施しました。また、情報セキュリ
ティ監査セミナーを受講した職員１名を
内部監査員として新たに登録しました。

平成２３年の３．１１東日本大震災は、私たちの想定
を超える未曽有の被害をもたらした。国立市におい
ては、これまで平成２０年度に改訂した国立市総合
防災計画に基づいて、より実践的なマニュアルを作
成してきたところです。しかし、これとあわせ、防災計
画そのものも見直す必要があるとの判断から、平成
２４年度、平成２５年度の２か年で計画を見直すこと
とし、平成２４年度は、災害応急復旧計画を見直して
いきます。

平成２４年度は、防災対策等推進会議
及び当該分科会で災害応急復旧計画
について協議し、平成２５年５月頃に見
直しが終了する予定です。災害応急復
旧計画の見直し終了後、減災計画及び
復興計画の見直しを行い、平成２５年度
中に総合防災計画の見直しを完了する
予定です。
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